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令和６年度事業報告 

 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの事業の実施状況等は次のと

おりである。 

   

Ⅰ 事業の概要 

      

１ 更新講習実施条件整備事業（公益目的事業１） 

  海技資格更新講習の講師等の養成研修及び講習用教材の作成、提供その 

他更新講習が実施されるために必要な条件を整備する事業として、次のと 

おり実施した。 

 

（１）講師養成等 

登録更新講習実施機関において更新講習等を担当する講習管理者、身体 

検査員及び講師について、その養成及び再研修を令和６年度の研修計画 

に基づいて、次のとおり実施した。 

 

（イ）初任研修 

講習管理者、身体検査員及び講師となるための初任研修を東京及び 

下関において各１回実施し、研修修了者に対して、次のとおり研修受 

講証明書を交付した。 

 

研修の種類 講習機関 研修修了者数 

講習管理者   ２６（ ３３）   ４９（ ６４） 

身体検査員   ２７（ ３５）   ５１（ ７３） 

講 

 

師 

小 型   ２３（ ３４）   ３６（ ６８） 

 

大 

型  

航 海    ５（  ５）    ９（  ８） 

機 関    ４（  ４）    ４（  ４） 

上級航海    ４（  ３）    ６（  ３） 

上級機関     ２（  ２）    ２（  ２） 

合  計 ９１（１１６） １５７（２２２） 

※合計の講習機関数及び研修修了者数は延数である。 

※（  ）内は令和５年度の数字である。 

（以下、（ロ）・（ハ）において同じ。）  
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（ロ）再研修 

初任研修修了後３年目に行う研修（再研修という。）について、令和 

３年度に初任研修を修了した講師に対する再研修を、東京及び広島に 

おいて各１回実施し、研修修了者に対して、次のとおり研修受講証明 

書を交付した。 

 

研修の種類 講習機関 研修修了者数 

講 

 

師 

小 型    ２０（２０）    ４４（３２） 

台

大

型 

航 海     ６（ １） ７（ ３） 

機 関     ３（ １） ３（ １） 

上級航海     ４（ １） ４（ １） 

上級機関     ３（ １） ３（ １） 

合  計    ３６（２４） ６１（３８） 

 

（ハ）再々研修 

初任研修修了後２回目以降となる再研修（「再々研修」という。）を 

東京及び尾道において各２回実施し、研修修了者に対して、次のとお 

り研修受講証明書を交付した。 

 

研修の種類 講習機関 研修修了者数 

講 

 

師 

小 型   ６９（ ６０） １９０（１８１） 

 

大 

型  

航 海    １０（ １２） １９（ ２９） 

機 関    ５（  ７） ６（ １１） 

上級航海     ７（ １０） ９（ １８） 

上級機関     ５（  ５） ６（  ８） 

合  計 ９６（ ９４） ２３０（２４７） 

        

（ニ）連絡調整 

講師研修に関し意見交換等を行うため、講師研修を担当する講師 

との連絡会議を令和７年３月に東京で開催した。 

 

（２）教材の提供 

更新講習用の教材として教本及び視聴覚教材を整備し、登録更新講習 

実施機関に提供しているが、本事業年度においては令和６年度の教材整 

備計画に基づいて教材検討委員会を１１回（本委員会３回、航海分科会 
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１回、機関分科会１回及び航機合同分科会６回）開催し、次のとおり 

実施した。 

  

（イ）教本「海技と知識」については、教材検討委員会における審議を経 

て大型補正版を作成した。なお、この教材は令和７年８月１日から供 

用を開始することとしている。 

    

（ロ）視聴覚教材については、教材検討委員会における審議を経て、大型

用として「安全運航の確立に向けて～国際安全管理コ－ド（ＩＳＭコ

－ド）～」（航海・通信及び機関共用）を作成した。なお、これらの教

材は令和７年４月１日から供用を開始することとしている。 

 

（３）連絡調整 

登録更新講習実施機関に対し教材整備や講師研修計画等の資料・情報 

を提供するとともに更新講習に関する意見交換等を行うため、登録更 

新講習実施機関との連絡調整会議を令和６年１１月に東京で開催した。 

 

２ 周知・情報提供事業（公益目的事業２） 

海技資格更新及び小型船に係る海技資格制度の普及のための周知及び情 

報提供を行うとともに広く海上交通安全思想の普及を図る事業として、次 

のとおり実施した。 

 

（１）周知広報活動 

（イ）小型船舶操縦免許証及び海技免状の更新制度並びに小型船に係る海 

技資格制度の周知を図るため、ポスタ－及びパンフレットを作成し、 

登録更新講習実施機関等の関係者に配付した。 

 

（ロ）「ボ－トショ－」、「釣りフェス」、「フィッシングショ－」及び「フロ 

－ティングヨットショ－」に出展し、ポスタ－を掲示するとともに、 

来場者に対しパンフレットの配布等を行った。 

 

（ハ）若年者の小型船操縦資格への参入が促進されるよう、大学の学園祭 

において大学生等に対しパンフレットの配布等を行った。 

 

（２）情報提供 

（イ）電話、電子メ－ル及びボ－トショ－等のイベントへの参加を通じ、 



4 

 

海技資格更新及び小型船に係る海技資格制度についての様々な照会や 

相談に関して情報提供を行った。 

 

（ロ）更新講習受講者及び小型船に係る海技資格制度に係る情報提供等の 

サ－ビスを向上させるため、最新情報を迅速に掲載する等ホ－ムペ－ 

ジの内容の充実を図った。 

 

３ 調査研究事業（公益目的事業３） 

  海技資格更新及び海技資格制度の普及に関する調査研究事業として、次 

のとおり実施した。 

 

平成２５年８月にとりまとめられた「小型船操縦資格普及に向けた若年 

者の意識等に関する調査報告書」を受けて、東京、三重及び大阪の大学生 

等を対象にアンケ－ト調査を行い、令和６年１２月に、その結果を「若年 

者の小型船操縦資格への参入を促進するための事業報告書」としてとりま 

とめた。 

 

 

Ⅱ 評議員会・理事会 

 

１ 評議員会 

評議員会の開催状況は次のとおりであり、いずれの議案も提案通り決議 

された。 

 

（１）第２７回定時評議員会 

（令和６年６月７日（金）海事センタ－ビル４階会議室） 

第１号議案 令和５年度事業報告及び決算について 

第２号議案 特定費用準備資金の取崩し等について 

第３号議案 役員の選任について 

 

(２) 第２８回定時評議員会 

（令和７年２月２６日（水）海事センタ－ビル４階会議室） 

第１号議案 令和７年度事業計画及び収支予算について 

第２号議案 定款の変更等について 

第３号議案 更新講習管理者等研修実施規程の一部改正について 
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２ 理事会 

理事会の開催状況は次のとおりであり、いずれの議案も提案通り決議さ 

れた。 

 

（１）第３６回定時理事会 

（令和６年５月２１日（火）海事センタ－ビル４階会議室） 

第１号議案 令和５年度事業報告及び決算について 

第２号議案 特定費用準備資金の取崩し等について 

第３号議案 第２７回評議員会の開催日時等について 

第４号議案 業務執行理事の選定等について 

 

（２）第３７回臨時理事会 

（令和６年７月１日（月）海事センタ－ビル４階会議室） 

第１号議案 代表理事の選定について 

第２号議案 代表理事の報酬月額について 

 

（３）第３８回定時理事会 

（令和７年２月１７日（月）海事センタ－ビル４階会議室） 

第１号議案 令和７年度事業計画及び収支予算について 

第２号議案 第２８回評議員会の開催日時等について 

第３号議案 定款の変更等について 

第４号議案 更新講習管理者等研修実施規程の一部改正について 

 

 

 Ⅲ 役員等 

 

１ 評議員 

令和７年３月３１日現在の評議員は、次のとおりである。 

評議員  岩 本 勝 美    評議員  鏡   信 春 

 〃   高 本   充   〃   滝 浦 文 隆 

 〃   野 毛 哲 也   〃   増 田   惠  

 〃   渡 部 典 正 

  

２ 理事・監事  

令和７年３月３１日現在の役員は、次のとおりである。 

理 事    長谷川 伸 一  理 事  佐 藤 三 雄 



6 

 

〃   加 藤   学   〃   大 神   肇 

        〃     大 立 康 祐   〃   髙 瀬 敏 一 

    〃   田 根 一 美   〃   中 野   隆 

       〃    宗 重 好 夫      〃     吉 田   勉 

監 事    神 田 一 郎    監 事    小 寺 俊 秋 

 

３ 当事業年度における理事の異動は、次のとおりである。 

  理 事  福 内 直 之   （辞任）令和６年６月３０日 

〃   長谷川 伸 一   （就任）令和６年７月 １日 

 

 

Ⅳ 登記・報告事項等 

  

１ 登記事項 

（１）理事の登記                令和６年６月１０日 

                  令和６年７月 ２日 

 

２  内閣府に対する届出      

（１）令和５年度事業報告・決算報告書の届出   令和６年６月１３日 

（２）理事の変更届出               令和６年７月１７日 

（３）令和７年度事業計画・収支予算書の届出    令和７年２月２７日 

 

 

Ⅴ 賛助会員 

 

令和７年３月３１日現在における賛助会員は次の８団体である。 

（公社）日本海難防止協会      （一社）日本船長協会 

（一社）日本船舶機関士協会      船員災害防止協会 

（公財）日本海事広報協会      （公財）海難審判・船舶事故調査協会 

（一財）海技振興センタ－      （一社）海洋水産システム協会 

 

 

Ⅵ 事務局 

 

事務局は、事業統括並びに総務班、事業一班、事業二班及び事業三班の体 

制であり、令和７年３月３１日現在における職員は６名である。 
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Ⅶ 更新講習受講者数 

 

当センタ－が集計した当事業年度（令和６年４月１日～令和７年３月３１ 

日）における受講者数は、次のとおりである。 

 

 科   別 

 

令和６年度 

 

 

令和５年度 

  

小  型 210,183 (19,491) 220,167 (19,961) 

大 

型 

航海・通信 1,886 (   567)    1,828 (   472) 

機 関  1,267（   366） 1,271 (   331) 

計 3,153 (   933) 3,099 (   803) 

合 計 213,336 (20,424) 223,266 (20,764) 

   ※（  ）は失効再交付講習受講者数で内数である。 

 

 

Ⅷ 登録更新講習実施機関 

 

令和７年３月３１日現在、登録を受けている講習機関は、次の１０５（ 

１０３）機関である。また、登録機関のうち、講習未開始機関は６（６）機 

関である。      ※（ ）は令和６年３月３１日現在の数字である。 

 

登録更新講習実施機関名 講習の種類 本部事務所地 

（一財）日本海洋レジャ－安全・振興協会 小型 神奈川県横浜市 

（有）村上猛海事事務所 小型 愛媛県今治市 

（一財）日本船舶職員養成協会 小型・大型 神奈川県横浜市 

（一社）広島海技学院 小型・大型 広島県広島市 

（一財）関門海技協会 小型・大型 山口県下関市 

（一財）尾道海技学院 小型・大型 広島県尾道市 

まどか海事事務所 小型 沖縄県宜野湾市 

（有）マリンテクノ東京 小型 東京都中央区 

（有）東北小型船舶免許センタ－ 小型 青森県青森市 
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（有）船舶免許静岡更新センタ－ 小型 静岡県焼津市 

高橋海事事務所 小型 愛知県名古屋市 

（株）小型船舶免許センタ－ 小型 栃木県宇都宮市 

宮古島海事センタ－ 小型 沖縄県宮古島市 

（株）ボ－ト免許センタ－  小型 福岡県福岡市 

（株）ＭＳＴＣ 小型 島根県松江市 

堀川船舶（株） 小型 福岡県福岡市 

船舶免許サウスランド（同） 小型 東京都江戸川区 

関東小型船舶免許更新センタ－ 小型 東京都中央区 

（株）滋賀ボ－ト免許センタ－ 小型 滋賀県大津市 

ビ－エルエス東北 小型 秋田県秋田市 

佐渡小型船舶免許センタ－ 小型 新潟県佐渡市 

大阪府ヨットセ－リング連盟二色ハ－バ－ 小型 大阪府貝塚市 

川口海事事務所 小型 沖縄県宮古島市 

(株)オ－シャン登録小型船舶教習所 小型 福岡県福岡市 

坂井海事事務所 小型 佐賀県唐津市 

(株)八戸小型船舶教習所 小型 青森県八戸市 

（株）大阪府モ－タ－ボ－ト連盟 小型 大阪府大阪市 

海風（株） 小型 神奈川県川崎市 

金井海事事務所 小型 福井県敦賀市 

うずしお海事事務所 小型 徳島県鳴門市 

愛媛ボ－ト免許センタ－ 小型 愛媛県松山市 

（株）ハイビスカスボ－トクラブ 小型 兵庫県姫路市 

日本ボ－トライセンス講習センタ－長野 小型 長野県諏訪郡下諏訪町 

南九州小型船舶免許センタ－ 小型 大分県大分市 

（株）茨城海技学院 小型 茨城県水戸市 

関西小型船舶免許センタ－ 小型 大阪府高槻市 

（同）道東海事サ－ビス 小型・大型 北海道根室市 

中村海事事務所 小型 鹿児島県大島郡和泊町 

（一財）四国船舶職員養成協会 小型・大型 香川県高松市 

（株）日本海洋資格センタ－ 小型・大型 福岡県福岡市 

（一財）日本船舶職員養成協会近畿 小型 大阪府大阪市 

（株）ＪＥＩＳ北海道教習センタ－ 小型 北海道小樽市 

（一財）日本船舶職員養成協会中部 小型 愛知県名古屋市 
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（株）船舶職員養成協会北陸信越 小型 新潟県新潟市 

（株）日本船舶職員養成協会東北 小型・大型 宮城県塩釜市 

（一財）日本船舶職員養成協会関東 小型 神奈川県横浜市 

（有）北海ボ－ト免許教室 小型 北海道旭川市 

ひかり海事事務所 小型 沖縄県南城市 

（株）日本船舶免許更新センタ－ 小型 群馬県高崎市 

マリンスク－ル鹿児島 小型 鹿児島県鹿屋市 

（株）ケイエムマリン 小型・大型 熊本県宇城市 

桶本海事事務所 小型 北海道函館市 

ＧＵＮＩＣＥ 小型 愛知県名古屋市 

（株）ポ－トチャビ－ズ 小型 神奈川県横浜市 

（有）ブライトマリン 小型 千葉県松戸市 

河添海事事務所 小型 宮崎県宮崎市 

（有）沖縄マリン 小型 沖縄県那覇市 

ＭＩＲＡＩＰＲＥＳＳ(株) 小型 東京都渋谷区 

湘南ボ－ト免許事務所 小型 神奈川県平塚市 

（有）マリンライセンス教育センタ－ 小型 山形県酒田市 

（公財）日本船員雇用促進センタ－ 大型 東京都中央区 

小型船舶操縦免許更新センタ－ 小型 島根県出雲市 

西日本海技専門学院 小型 兵庫県神戸市 

（同）石倉海事事務所 小型 長崎県対馬市 

ボ－ラリ－ト秋山海事務所 小型 宮城県仙台市 

眞喜志海事事務所 小型 沖縄県石垣市 

ドルフィン船舶免許センタ－（株） 小型 福岡県糟屋郡粕屋町 

（同）せとうち海事 小型 香川県丸亀市 

船舶免許更新センタ－（株） 小型 群馬県前橋市 

仲里海事事務所 小型 沖縄県名護市 

魁研海事事務所 小型 沖縄県那覇市 

（株）東海海技免許管理センタ－ 小型 三重県四日市市 

船舶免許更新・再交付センタ－ 小型 京都府長岡京市 

シ－マンズボ－ト免許 小型 愛知県常滑市 

海ナビ（株） 小型 愛知県弥富市 

船舶免許アクアプロ 小型 愛知県名古屋市 

東京ハ－バ－ボ－トライセンススク－ル 小型 東京都港区 
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（一社）こころ－ど 小型 東京都大田区 

ジェイエルエス 小型 山形県山形市 

熊谷海事代理士事務所 小型 北海道札幌市 

ボ－ト免許センタ－中四国 小型 広島県広島市 

山陽マリンコンサルティング 小型 愛知県名古屋市 

ＭＯＬマリン＆エンジニアリング(株) 小型・大型 東京都港区 

伊藤海事事務所 小型 愛媛県新居浜市 

（一社）日本海上交通安全協会 小型・大型 愛知県名古屋市 

徳島ボ－トライセンスセンタ－ 小型 徳島県小松島市 

（株）高松船舶 小型 神奈川県川崎市 

ＢＯＡＴ ＬＩＣＥＮＳＥ 凪 ＯＫＩＮＡＷＡ 小型 沖縄県宜野湾市 

沖縄ボ－トライセンス 小型 沖縄県那覇市 

（株）Ｕｍｉｍａｗａｒｉ． 小型 神奈川県藤沢市 

カラフサマリン 小型 佐賀県唐津市 

松本海事事務所 小型 福島県双葉郡楢葉町 

群馬船舶免許更新センタ－ 小型 群馬県伊勢崎市 

(株)ステップ 小型 茨城県鹿嶋市 

(有)ＳＡＮＡＸ 小型 福岡県福岡市 

海事代理士・行政書士吉田法律事務所 小型 
佐賀県三養基郡基山

町 

海事代理士事務所オフィスこずえ 小型 沖縄県石垣市 

（株）マリンリンクス 小型 東京都港区 

神戸海技専門学院 小型 兵庫県神戸市 

橘海事事務所 小型 兵庫県姫路市 

（株）バルコムマリン 小型 広島県広島市 

（有）アライアンスジャパン 小型 愛知県海部郡大治町 

船舶免許更新ステ－ション 小型 福岡県福岡市 

日海（株） 小型 東京都国分寺市 

（株）ロイヤルマリンコ－ポレ－ション 小型 広島県広島市 

（登録順） 

 （注） 小型：操縦免許証更新講習及び操縦免許証失効再交付講習 

大型：海技免状更新講習及び海技免状失効再交付講習 

      （有）：有限会社   

（同）：合同会社 


